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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第57期

第２四半期累計期間
第58期

第２四半期累計期間
第57期

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年12月31日

自 2021年７月１日
至 2021年12月31日

自 2020年７月１日
至 2021年６月30日

売上高 (百万円) 18,104 15,565 34,068

経常利益 (百万円) 1,779 1,182 2,846

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,227 812 2,009

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 1,057 1,057 1,057

発行済株式総数 (株) 14,509,800 14,509,800 14,509,800

純資産額 (百万円) 14,871 15,732 15,682

総資産額 (百万円) 20,097 20,304 20,330

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 86.58 57.12 141.54

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 30.00

自己資本比率 (％) 74.0 77.5 77.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,297 988 2,092

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △279 △325 △430

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △643 △836 △785

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,401 3,730 3,903
 

　

回次
第57期

第２四半期会計期間
第58期

第２四半期会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 40.01 31.51
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移

は記載しておりません。
２．当社は関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。
３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更

はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)　業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、経済活動が停滞し

引き続き厳しい状況で推移いたしました。ワクチン接種の普及により秋以降は感染者数が減少し、経済活動に持

ち直しの動きが見られたものの、足元では新たな変異株の感染が再拡大しており、依然として先行きの不透明な

状況が続いております。

このような状況の中、当社はお客様と従業員の安全を最優先に考えた店舗運営に取り組みながら、これまで同

様「お客様の声」をもとにした品揃えの拡充と売場改装を積極的に推進するとともに、売場スタッフのコンサル

ティング販売能力の向上を目的とした商品取扱実技研修会を定期的に開催するなど、より多くのお客様に喜ば

れ、お役に立てる施策を継続的に実践しております。

前期はコロナ禍を背景とする巣ごもり消費や感染対策用品の需要の高まり、さらには大型台風の接近に備えた

防災用品の需要の高まりにより売上が大きく伸びていたことから、当第２四半期累計期間はその反動があったこ

とに加え、夏場の天候不順の影響も重なり、全店ベースの来店客数は前年同期比89.1％、客単価は同96.5％とな

り、売上高は同86.0％の155億65百万円となりました。

利益につきましては、売上総利益率が前年同期比0.4ポイント伸長の31.9％となり、また、販売費及び一般管理

費は前年同期比95.5％と減少しましたが、売上の反動減の影響が大きく、営業利益は同66.1％の10億71百万円、

経常利益は同66.5％の11億82百万円、四半期純利益は同66.2％の8億12百万円となりました。

 
（注）当社は営業開始後13ヵ月経過した店舗を既存店、13ヵ月未満の店舗を新店と定義しており、当第２四半期累

計期間においては全11店舗が既存店となることから、来店客数・客単価・売上高の各数値は全店（既存店）

の数値となります。

 
 部門別の業績は次のとおりであります。なお、当社は単一セグメントであるため、商品区分別により記載して

おります。

　(単位：百万円)

部 門 別

前第２四半期累計期間
(自 2020年７月１日
　至 2020年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日) 増減額

前年
同期比

金額 構成比 金額 構成比

＜ＤＩＹ用品＞
ホビー・木製品、建材、手工具、電動工

具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、薬

剤肥料・用土、植物、エクステリア用

品、石材

10,117 55.9％ 8,853 56.9％ △1,263 87.5％

＜家庭用品＞
家庭用品、日用品、インテリア用品、電

気資材用品、収納用品、住宅設備用品、

季節用品

5,730 31.6％ 4,717 30.3％ △1,012 82.3％

＜カー・レジャー用品＞
カー用品、アウトドア用品、ペット用

品、文具

2,257 12.5％ 1,994 12.8％ △263 88.3％

合計 18,104 100.0％ 15,565 100.0％ △2,539 86.0％
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(２)　財政状態の分析

（資産）　

当第２四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ26百万円減少の203億4百万円となりまし

た。これは主に商品が2億14百万円増加した一方、現金及び預金が1億73百万円、有形固定資産が82百万円減少し

たことによるものであります。

（負債）

当第２四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ76百万円減少の45億71百万円となりまし

た。これは主に買掛金が4億17百万円増加した一方、未払法人税等が2億44百万円、長期借入金が80百万円、その

他流動負債が1億65百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ49百万円増加の157億32百万円となりまし

た。これは主に自己株式の取得が4億10百万円、剰余金の配当が4億34百万円あった一方、四半期純利益を8億12百

万円計上したことによるものであります。

 

(３)　キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ1億

73百万円減少の37億30百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。　

　(営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、9億88百万円（前年同期は12億97百万円の獲得）となりました。これは主に

棚卸資産の増加額が2億16百万円、法人税等の支払額が5億10百万円となったのに対し、税引前四半期純利益が11

億82百万円、仕入債務の増加額が4億17百万円となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、3億25百万円（前年同期は2億79百万円の使用）となりました。これは主に有

形固定資産の取得による支出が2億96百万円となったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、8億36百万円（前年同期は6億43百万円の使用）となりました。これは主に配

当金の支払額が4億34百万円、自己株式の取得による支出が4億10百万円となったことによるものであります。

 

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当第２四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な

変更はありません。

 
（５）経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

　

(７)　研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,984,000

計 30,984,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2022年2月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,509,800 14,509,800
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株で
あります。

計 14,509,800 14,509,800 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

 2021年12月31日 ― 14,509,800 ― 1,057 ― 1,086
 

EDINET提出書類

株式会社ハンズマン(E03331)

四半期報告書

 5/17



 

(5) 【大株主の状況】

 2021年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社ガーデンビル 宮崎県都城市広原町8号1番地1 1,938,960 13.64

ハンズマン社員持株会 宮崎県都城市吉尾町2080番地 1,476,042 10.38

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目2番2号 958,500 6.74

BBH FOR FIDELITY PURITAN
TR:FIDELITY SR INTRINSIC
OPPORTUNITIES FUND
（常任代理人 株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.
（東京都千代田区丸の内二丁目7番1号）

743,100 5.22

株式会社宮崎銀行 宮崎県宮崎市橘通東四丁目3番5号 701,000 4.93

大　薗　誠　司 宮崎県北諸県郡三股町 420,870 2.96

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 324,000 2.28

株式会社ライフ建設設計事務所 宮崎県都城市高木町4716番地12 300,000 2.11

STATE STREET BANK AND TRUST
CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02
505002
（常任代理人 株式会社みずほ銀
行）

100 KING STREET WEST,SUITE 3500,PO BOX
23 TORONTO,ONTARIO M5X IA9 CANADA
（東京都港区港南二丁目15番1号　品川イン
ターシティA棟）

300,000 2.11

大　薗　正　忠 宮崎県宮崎市 261,322 1.83

計 － 7,423,794 52.24
 

（注）1．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

野村信託銀行株式会社 958,500株
 

　　　2．上記のほか当社所有の自己株式300,200株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）

普通株式 501,900
 

2,017
権利内容に何ら限定の無い、当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,005,700
 

140,057 同上

単元未満株式 普通株式 2,200
 

― 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 14,509,800 ― ―

総株主の議決権 ― 142,074 ―
 

(注）「完全議決権株式(自己株式等)」の欄には、当社所有の自己株式300,200株、日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）が所有する株式201,700株を含めております。

 
② 【自己株式等】

  2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ハンズマン

宮崎県都城市吉尾町
2080番地

300,200 201,700 501,900 3.45

計 ― 300,200 201,700 501,900 3.45
 

(注）他人名義所有株式数については、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」制度の信託財産として、日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）が所有しております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2021年10月1日から2021年12月31日

まで)及び第２四半期累計期間(2021年7月1日から2021年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2021年６月30日)
当第２四半期会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,903 3,730

  売掛金 429 464

  商品 5,831 6,046

  貯蔵品 38 40

  その他 191 208

  流動資産合計 10,394 10,489

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 4,808 4,743

   土地 2,091 2,091

   その他（純額） 1,006 988

   有形固定資産合計 7,907 7,824

  無形固定資産 218 226

  投資その他の資産   

   投資不動産（純額） 768 763

   その他 1,041 1,000

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 1,809 1,764

  固定資産合計 9,935 9,814

 資産合計 20,330 20,304

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,969 2,386

  短期借入金 160 160

  未払法人税等 555 310

  その他 1,196 1,031

  流動負債合計 3,881 3,889

 固定負債   

  長期借入金 240 160

  資産除去債務 318 321

  その他 207 200

  固定負債合計 766 681

 負債合計 4,647 4,571

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,057 1,057

  資本剰余金 1,086 1,086

  利益剰余金 13,909 14,287

  自己株式 △356 △685

  株主資本合計 15,697 15,745

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △14 △12

  評価・換算差額等合計 △14 △12

 純資産合計 15,682 15,732

負債純資産合計 20,330 20,304
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期累計期間
(自 2020年７月１日
　至 2020年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 18,104 15,565

売上原価 12,406 10,598

売上総利益 5,698 4,966

販売費及び一般管理費 ※  4,077 ※  3,894

営業利益 1,620 1,071

営業外収益   

 受取手数料 79 75

 投資不動産賃貸料 57 58

 雇用調整助成金 44 ―

 その他 5 5

 営業外収益合計 187 138

営業外費用   

 投資不動産賃貸費用 22 21

 その他 6 6

 営業外費用合計 28 27

経常利益 1,779 1,182

税引前四半期純利益 1,779 1,182

法人税、住民税及び事業税 481 271

法人税等調整額 69 99

法人税等合計 551 370

四半期純利益 1,227 812
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期累計期間
(自 2020年７月１日
　至 2020年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 1,779 1,182

 減価償却費 226 240

 受取利息及び受取配当金 △1 △1

 支払利息 0 ―

 投資不動産賃貸料 △57 △58

 投資不動産賃貸費用 22 21

 雇用調整助成金 △44 ―

 売上債権の増減額（△は増加） △78 △35

 棚卸資産の増減額（△は増加） △590 △216

 仕入債務の増減額（△は減少） 556 417

 その他 △157 △52

 小計 1,655 1,497

 利息及び配当金の受取額 1 1

 利息の支払額 △0 ―

 雇用調整助成金の受取額 44 ―

 法人税等の支払額 △403 △510

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,297 988

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △308 △296

 投資不動産の賃貸による支出 △16 △15

 投資不動産の賃貸による収入 57 58

 貸付金の回収による収入 4 3

 その他 △17 △75

 投資活動によるキャッシュ・フロー △279 △325

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △267 △80

 自己株式の取得による支出 △66 △410

 自己株式の売却による収入 111 103

 リース債務の返済による支出 △14 △14

 配当金の支払額 △405 △434

 財務活動によるキャッシュ・フロー △643 △836

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 373 △173

現金及び現金同等物の期首残高 3,027 3,903

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,401 ※  3,730
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　　 （収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。収益認識会計基準等の適用に

よる四半期財務諸表に与える影響はありません。

また、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第２四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりま

せん。

 
　　 （時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあり

ません。

 
(追加情報)

（従業員持株ＥＳＯＰ信託）

(1)取引の概要

当社は、2017年12月25日開催の取締役会において、当社の成長を支える従業員に対する福利厚生制度をより一層

充実させるとともに、株価上昇へのインセンティブを付与することにより、当社の業績や株式価値に対する従業員

の意識を更に高め、中長期的な企業価値の向上を図ることを目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員

持株ＥＳＯＰ信託」の導入を決議し、2018年２月14日に信託契約を締結しております。

当社が「ハンズマン社員持株会」（以下「当社持株会」といいます。）に加入する従業員のうち一定の要件を充

足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託締結後５年５ヶ月にわたり当社持株会が取得すると見込まれる数

の当社株式を、予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売

却します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合に応じて金銭

が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証

条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員の追加負担はありません。

(2)信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度346百万円、264,500株、当第２四半期

会計期間263百万円、201,700株であります。

(3)総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は、前事業年度400百万円、当第２四半期会計期間320百万円

であります。
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(四半期損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
(自 2020年７月１日
至 2020年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年７月１日
至 2021年12月31日)

広告宣伝費 202 百万円 197 百万円

従業員給料及び手当 1,877 〃 1,862 〃

福利厚生費 333 〃 339 〃

賃借料 354 〃 350 〃

減価償却費 226 〃 240 〃
 

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 2020年７月１日
至 2020年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年７月１日
至 2021年12月31日)

現金及び預金 3,401百万円 3,730百万円

現金及び現金同等物 3,401百万円 3,730百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 2020年７月１日 至 2020年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年９月24日
定時株主総会

普通株式 405 28.00 2020年６月30日 2020年９月25日 利益剰余金
 

(注)「配当金の総額」には、この配当の基準日である2020年６月30日現在でＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式（自

己株式）に対する配当金８百万円を含んでおります。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間(自 2021年７月１日 至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年９月29日
定時株主総会

普通株式 434 30.00 2021年６月30日 2021年９月30日 利益剰余金
 

(注)「配当金の総額」には、この配当の基準日である2021年６月30日現在でＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式（自

己株式）に対する配当金７百万円を含んでおります。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 
 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の報告セグメントは、ホームセンター事業のみであるため、記載を省略しております。
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    (収益認識関係)

    顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 （単位：百万円）

 当第２四半期累計期間

 (自 2021年７月１日

　 至 2021年12月31日)

顧客との契約から生じる収益

ＤIＹ用品

 
8,853

家庭用品 4,717

カー・レジャー用品 1,994

           計 15,565

外部顧客への売上高 15,565
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 2020年７月１日
至 2020年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年７月１日
至 2021年12月31日)

　　１株当たり四半期純利益 86 円 58 銭 57 円 12 銭

    (算定上の基礎)   

 　四半期純利益(百万円) 1,227 812

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,227 812

    普通株式の期中平均株式数(株) 14,181,489 14,218,857
 

(注) 1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2.ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式を「１株当たり四半期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において

控除する自己株式に含めております(前第２四半期累計期間315,557株、当第２四半期累計期間237,085株)。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

2022年２月10日

株式会社　ハンズマン

　　　　取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ

福岡事務所
 

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 池   田  　 　徹  

 

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハンズマ

ンの2021年7月1日から2022年6月30日までの第58期事業年度の第2四半期会計期間（2021年10月1日から2021年12月31日ま

で）及び第2四半期累計期間（2021年7月1日から2021年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対

照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハンズマンの2021年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第2四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

EDINET提出書類

株式会社ハンズマン(E03331)

四半期報告書

16/17



・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の

表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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